
労働諸条件の概況

 注 「鉱業、採石業、砂利採取業」及び「不動産業、物品賃貸業」は秘匿のため掲載していない。

　　指数の推移 （調査産業計・平成２７年＝１００）

１　賃　金
　令和２年の一人平均月間現金給与総額は、調査産業計で311,574円となり、前年
比は名目2.4％の増、実質は2.1％の増であった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は256,406円で、前年比は名目3.1％
の増、実質は2.9％の増であった。

２　労働時間及び出勤日数

　令和２年の一人平均月間総実労働時間は、調査産業計で148.2時間となり、前年
比は0.7％の減であった。このうち所定内労働時間は137.4時間で前年比は0.6％の
減で、所定外労働時間は10.8時間で前年比は1.3％の減であった。
　なお、一人平均月間出勤日数は18.9日で前年比0.2日の減であった。

３　常用雇用

 注）指数は平成２７年１月及び平成３０年１月の抽出替えに伴うギャップ修正後の指数に
 　　より算出しており、実数値から算出される増減率とは一致しない場合がある。

　　　 （県統計課）

労働・賃金　

　現金給与総額の産業別比較 （令和２年平均月額） 30人以上   

　常用労働者の調査産業計は211,290人であり、前年比は6.5％の減であった。
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（各年10月1日現在）

実　　数 構 成 比 実　　数 構 成 比

650,972 100.0 357,622 100.0

農 業 , 林 業 38,948 6.0 22,616 6.3
漁 業 12,747 2.0 10,408 2.9
鉱 業 , 砕 石 業 , 砂 利 採 取 業 298 0.0 252 0.1
建 設 業 54,210 8.3 46,728 13.1
製 造 業 72,675 11.2 48,806 13.6
電 気 ・ガ ス ・熱 供 給・水 道 業 3,083 0.5 2,715 0.8
情 報 通 信 業 6,225 1.0 3,911 1.1
運 輸 業 , 郵 便 業 30,976 4.8 26,740 7.5
卸 売 業 , 小 売 業 105,580 16.2 49,278 13.8
金 融 業 , 保 険 業 15,789 2.4 6,078 1.7
不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 7,368 1.1 4,290 1.2
学術研究,専門・技術サービス業 14,972 2.3 10,361 2.9
宿 泊 業 ,飲 食 サ ー ビ ス 業 38,987 6.0 13,273 3.7
生 活 関 連 サ ービ ス 業 ,娯 楽業 24,543 3.8 9,974 2.8
教 育 , 学 習 支 援 業 30,750 4.7 13,991 3.9
医 療 , 福 祉 96,264 14.8 21,556 6.0
複 合 サ ー ビ ス 事 業 6,555 1.0 4,250 1.2
サービス業（他に分類されないもの） 34,153 5.2 21,810 6.1
公 務 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ） 35,512 5.5 28,198 7.9
分 類 不 能 の 産 業 21,337 3.3 12,387 3.5

注）平成22年調査分から日本標準産業分類が変更になった。

資料　総務省統計局「国勢調査報告」

１２　産業別　

総 数

平　　成　　２２　　年　

総        数 男産 業

（各年10月1日現在）

実　　数 構 成 比 実　　数 構 成 比

650,972 100.0 357,622 100.0

管 理 的 職 業 従 事 者 14,180 2.2 11,959 3.3
専 門 的 ・ 技 術 的 職 業 従 事 者 94,429 14.5 41,362 11.6
事 務 従 事 者 102,040 15.7 36,567 10.2
販 売 従 事 者 79,728 12.2 40,981 11.5
サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 88,286 13.6 25,472 7.1
保 安 職 業 従 事 者 20,254 3.1 19,404 5.4
農 林 漁 業 従 事 者 50,276 7.7 32,879 9.2
生 産 工 程 従 事 者 80,766 12.4 56,979 15.9
輸 送 ・ 機 械 運 転 従 事 者 26,187 4.0 25,569 7.1
建 設 ・ 採 掘 従 事 者 35,312 5.4 34,538 9.7
運 搬 ・ 清 掃 ・ 包 装 等 従 事 者 38,581 5.9 19,691 5.5
分 類 不 能 の 職 業 20,933 3.2 12,221 3.4

注）平成22年調査から日本標準産業分類が変更になった。
資料　総務省統計局「国勢調査報告」

男産 業

１３　職業別　

総 数

平　　成　　２２　　年　

総        数



労働・賃金
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単位：人、％

実　　数 構 成 比実　　数 構 成 比 実　　数 構 成 比 実　　数 構 成 比

293,350 100.0 644,154 100.0 349,353 100.0 294,801 100.0

16,332 5.6 36,645 5.7 21,549 6.2 15,096 5.1
2,339 0.8 11,167 1.7 9,073 2.6 2,094 0.7
46 0.0 281 0.0 234 0.1 47 0.0

7,482 2.6 53,234 8.3 45,823 13.1 7,411 2.5
23,869 8.1 72,159 11.2 48,846 14.0 23,313 7.9
368 0.1 3,263 0.5 2,870 0.8 393 0.1

2,314 0.8 6,277 1.0 4,204 1.2 2,073 0.7
4,236 1.4 27,037 4.2 23,444 6.7 3,593 1.2
56,302 19.2 96,475 15.0 43,682 12.5 52,793 17.9
9,711 3.3 15,076 2.3 5,486 1.6 9,590 3.3
3,078 1.0 8,199 1.3 4,643 1.3 3,556 1.2
4,611 1.6 16,486 2.6 11,442 3.3 5,044 1.7
25,714 8.8 37,777 5.9 13,080 3.7 24,697 8.4
14,569 5.0 22,831 3.5 9,161 2.6 13,670 4.6
16,759 5.7 30,526 4.7 13,351 3.8 17,175 5.8
74,708 25.5 107,282 16.7 25,186 7.2 82,096 27.8
2,305 0.8 8,013 1.2 5,306 1.5 2,707 0.9
12,343 4.2 34,740 5.4 21,738 6.2 13,002 4.4
7,314 2.5 36,597 5.7 28,488 8.2 8,109 2.8
8,950 3.1 20,180 3.1 11,747 3.4 8,433 2.9

女 総        数 男 女

　就業者数（15歳以上）

平　　　成　　　２７　　　年

単位：人、％

実　　数 構 成 比実　　数 構 成 比 実　　数 構 成 比 実　　数 構 成 比

293,350 100.0 644,154 100.0 349,353 100.0 294,801 100.0

2,221 0.8 14,247 2.2 11,770 3.4 2,477 0.8
53,067 18.1 101,880 15.8 44,015 12.6 57,865 19.6
65,473 22.3 107,037 16.6 38,997 11.2 68,040 23.1
38,747 13.2 70,552 11.0 34,558 9.9 35,994 12.2
62,814 21.4 88,381 13.7 25,570 7.3 62,811 21.3
850 0.3 21,079 3.3 20,089 5.8 990 0.3

17,397 5.9 46,044 7.1 30,187 8.6 15,857 5.4
23,787 8.1 77,544 12.0 55,218 15.8 22,326 7.6
618 0.2 24,268 3.8 23,632 6.8 636 0.2
774 0.3 34,016 5.3 33,324 9.5 692 0.2

18,890 6.4 39,459 6.1 20,392 5.8 19,067 6.5
8,712 3.0 19,647 3.1 11,601 3.3 8,046 2.7

女

　就業者数（15歳以上）

総        数 男 女

平　　　成　　　２７　　　年
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調査産業
計

鉱業,砕石
業,砂利採
取業

建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情報
通信業

運輸業,郵
便業

卸売業,
小売業

平成 28 年 304,285 χ 427,867 354,728 χ 480,601 293,252 208,514

29 305,610 χ 434,737 351,593 361,493 473,668 295,546 211,155

30 299,838 χ 394,053 359,550 390,986 418,257 276,331 179,250

令和 元 年 304,884 χ 352,726 363,235 518,496 374,386 250,947 194,612

2 311,574 χ 342,460 390,704 494,162 447,624 269,382 181,822

注) 1.毎月勤労統計調査(常用労働者30人以上の事業所)による。

2.１～12月平均を示す。
資料厚生労働省「毎月勤労統計調査」

１４　常用労働者１人平均　

年次

調査産業
計

鉱業,
採石業,
砂利採取
業

建設業 製造業

電　気・
ガ　ス・
熱供給・
水道業

情報
通信業

運輸業,
郵便業

 卸売業,
小売業

平成 28 年 157.8 χ 172.3 173.1 χ 170.7 184.6 146.5

29 157.6 χ 170.8 172.8 154.5 171.4 187.9 144.9

30 150.9 χ 171.2 169.6 157.7 153.6 184.6 130.0

令和 元 年 149.3 χ 172.8 167.2 147.9 149.5 173.4 135.5

2 148.2 χ 168.5 169.3 143.2 144.9 170.3 134.5

注)第14表の注)参照。

資料　厚生労働省「毎月勤労統計調査」

年　次

１５　常用労働者１人平均　

調査産業
計

鉱業,砕石
業,砂利採
取業

建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情報
通信業

運輸業,郵
便業

卸売業,
小売業

平成 28 年 213,115 χ 8,392 37,633 χ 2,857 19,487 26,369

29 211,329   χ 8,121 37,314 1,563 2,929 18,708 26,158

30 224,774   χ 8,046 43,761 1,363 1,792 14,074 26,656

令和 元 年 226,051   χ 7,798 43,314 486 2,823 14,609 26,517

2 211,290   χ 7,469 38,158 1,390 2,726 14,367 26,516

注)第14表の注)参照。

資料　厚生労働省「毎月勤労統計調査」

年次

１６　推計常用　



労働・賃金
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単位：円

金融業,
保険業

不動産業,
物品賃貸
業

学術研究,
専門・技
術サービ
ス業

宿泊業，
飲食サービ
ス業

生活関連
サービス
業,娯楽業

教育，
学習支援
業

医療，
福祉

複合サー
ビス事業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の）

391,929 151,181 483,176 146,581 215,810 381,488 298,219 287,830 227,601

395,709 153,358 476,330 151,797 200,295 382,835 304,035 278,739 229,963

372,769 119,874 453,140 144,751 196,053 396,280 314,083 349,660 202,126

384,638 χ 405,257 135,946 182,127 463,755 322,016 356,605 217,360

375,373 χ 467,681 130,554 203,888 438,321 341,613 367,457 239,382

　月間現金給与総額

単位：時間

金融業,
保険業

不動産業,
物品賃貸
業

学術研究,
専門・技
術サービ
ス業

宿泊業，飲
食サービス
業

生活関連
サービス
業,娯楽業

教育，学
習支援業

医療，福祉
複合サー
ビス事業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の）

151.2 121.2 173.7 143.0 165.4 133.3 152.9 160.9 137.2

151.7 121.5 171.9 139.9 160.7 137.9 152.6 160.9 136.5

143.8 118.5 168.8 128.5 147.9 126.2 151.1 152.2 136.0

141.6 χ 162.1 118.1 132.3 136.6 146.0 156.3 144.9

139.4 χ 160.4 93.9 105.5 139.0 147.5 157.5 152.6

　月間総実労働時間数

　労働者数

単位：人

金融業,
保険業

不動産業,
物品賃貸
業

学術研究,
専門・技
術サービ
ス業

宿泊業，
飲食サービ
ス業

生活関連
サービス
業,娯楽業

教育，
学習支援
業

医療，
福祉

複合サー
ビス事業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の）

5,593 1,341 5,546 7,902 7,592 14,761 60,387 1,441 12,135

5,599 1,316 5,555 7,912 7,898 14,917 59,670 1,448 12,118

7,331 1,057 5,361 11,857 5,693 16,657 63,530 1,936 15,560

7,111   χ 5,153 11,909 5,806 15,787 63,773 3,070 16,838

7,334   χ 5,018 12,187 4,896 7,045 63,286 3,331 16,359



労働・賃金
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(1)一般 単位：件、人、％

有効 就 充

新規 月間有効 月 間 有 効 他県への 充足数 求人 職 足

求職件数 求職者数 求 人 数 就職件数 倍率 率 率

平成 28 年度 50,191 187,116 71,988 194,737 18,180 2,038 17,234 1.04 36.2 23.9

29 48,190 181,004 73,368 201,911 17,608 1,813 16,786 1.12 36.5 22.9

30 44,685 170,325 73,130 202,775 16,309 1,675 15,590 1.19 36.5 21.3

令和 元 年度 43,860 169,563 68,008 193,735 15,077 1,656 14,233 1.14 34.4 20.9

2 38,642 166,618 59,295 165,285 12,844 1,190 12,397 0.99 33.2 20.9

(2)パートタイム 単位：件、人、％

有効 就 充

新規 月間有効 月 間 有 効 充足数 求人 職 足

求職件数 求職者数 求 人 数 倍率 率 率

平成 28 年度 26,808 102,958 51,148 136,890 12,650 11,893 1.33 47.2 23.3

29 26,735 105,246 52,698 141,497 12,312 11,674 1.34 46.1 22.2

30 26,570 105,048 51,864 140,415 11,928 11,347 1.34 44.9 21.9

令和 元 年度 26,451 105,768 48,020 131,579 11,571 10,984 1.24 43.7 22.9

2 24,248 109,181 36,615 97,965 9,872 9,631 0.90 40.7 26.3

資料　長崎労働局調

求人

新規求人
数

就職
件数

１７　職業紹介状況

年 度

求職 求人

新規求人
数

就 職 件 数

年 度

求職

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

中高年 (Ａ) 中高年 (Ｂ) 中高年 (Ｃ)
全　数 全求職者 全　数 全求職者 全　数 全就職者

件 ％ 人 ％ 件 ％

平成 28年度 18,951 37.8 74,462 39.8 6,330 34.8 33.4

29 18,859 39.1 74,404 41.1 6,408 36.4 34.0

30 18,231 41.6 72,997 43.1 6,363 42.2 34.9

令和 元 年度 18,827 42.9 75,855 44.7 6,181 41.0 32.8

2 17,512 39.9 78,507 46.3 5,455 36.2 31.2

資料　長崎労働局調

(Ａ)

１８　中高年齢者職業紹介状況（４５歳以上）
(学卒及びパートタイムを除く)

(Ｃ)
年 度

％

新規求職件数 月間有効求職者数 就 職 件 数 就 職 率
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 (1)　就職状況

求人倍率 県外就職の

計 県 内 県 外 （倍） 割合(％)

平成 29 年 7 3 4 - 57.1

30 6 1 5 - 83.3

令和 元 年 2 - 2 - 100.0

2 3 - 3 - 100.0

3 7 - 7 - 100.0

平成 29 年 3,412 1,833 1,579 - 46.3

30 3,342 1,795 1,547 - 46.3

令和 元 年 3,140 1,603 1,537 - 48.9

2 3,029 1,600 1,429 - 47.2

3 2,733 1,581 1,152- 42.2

注） 1. 平成29年～令和元年は6月末現在における職業紹介状況。

2. 令和2年及び3年は3月末現在における職業紹介状況。

1

県 内

求人数(人)

1

5

4,072

4,614

4,920

5,067

-

１９　新規学校卒業者の就職状況

就 職 者 数 （人）

高

等

学

校

卒 業 年

-

5,106

中

学

校

(2)本県卒業生の主要都道府県別就職状況(自県内を除く) 単位：人

２年３月卒 ３年３月卒 都道府県 ２年３月卒 ３年３月卒

愛 知 3 7 福 岡 460 410

千 葉 - - 愛 知 141 121

東 京 - - 東 京 259 177

大 阪 - - 大 阪 155 131

福 岡 - - 神 奈 川 63 45

佐 賀 - - 佐 賀 45 63

熊 本 - - 兵 庫 25 20

大 分 - - 広 島 53 37

宮 崎 - - 京 都 19 9

鹿 児 島 - - 熊 本 77 41

山 口 - - 千 葉 25 8

岐 阜 - - 大 分 17 10

三 重 6 6

山 口 7 3
滋 賀 9 7

そ の 他 68 64

計 3 7 計 1,429 1,152

資料　長崎労働局調

都道府県

高  　等  　学  　校


